
2 0 2 6 年 9 月 2 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

第 279 回「地域の会」定例会資料 〔前回定例会以降の動き〕 
 
 
【不適合関係】 

・8月 7日 核物質防護に関する不適合情報                  〔P.2〕 

 

・8 月 12 日 運転員専用入退域室の扉（管理区域境界扉）の未施錠について（区分：Ⅲ） 

〔P.5〕 

 

 

【発電所に係る情報】 

・8 月 7 日 ６号機における営業運転開始以降のプラント状況について       〔P.6〕 

8 月 27 日 海水温度上昇における当社自主基準について             〔P.8〕 

 

・8 月 20 日 当社原子力発電所における原子力規制庁による 

2026 年度第 1 四半期の原子力規制検査等の結果について       〔P.9〕 

 

・8 月 27 日 柏崎刈羽原子力発電所６号機の 30 年以降運転における 

長期施設管理計画認可申請の補正について             〔P.13〕 

 

・8 月 27 日 原子力改革監視委員会の廃止について               〔P.14〕 

 

 

【その他】 

・8月 12 日 当社会長 社長他による花角新潟県知事へのご挨拶について     〔P.17〕 

 

・8 月 28 日 新発田市・十日町市・見附市における「東京電力コミュニケーションブース」

の開催について                        〔P.18〕 

 

・9 月 2 日 柏崎刈羽原子力発電所に関するコミュニケーション活動等の取り組み 〔P.19〕 

 

 

【福島第一原子力発電所に関する主な情報】 

・8月 27 日 福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップの進捗状況 

                                                 〔別紙〕 

 

 

 
＜参考＞ 
 当社原子力発電所の公表基準（平成 15 年 11 月策定）における不適合事象の公表区分について 

区分:Ⅰ  法律に基づく報告事象等の重要な事象 
区分:Ⅱ  運転保守管理上重要な事象 
区分:Ⅲ  運転保守管理情報の内、信頼性を確保する観点からすみやかに詳細を公表する事象 
その他   上記以外の不適合事象 
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当社原子力発電所における原子力規制庁による 

2026年度第 1四半期の原子力規制検査等の結果について 

 

2026年 8月 20日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

本日の原子力規制委員会において、原子力規制庁が 2026 年度第 1 四半期に実施した  

原子力規制検査等の結果（核物質防護関係）が報告され、当社原子力発電所に関する事案

について、以下の検査指摘を受けました。 

 

＜柏崎刈羽原子力発電所（核物質防護関係）＞ 

 ・柏崎刈羽原子力発電所における核物質防護事案（物理的防護）： 

防護区域等の出入管理システムの一部機能喪失 

     ・・・重要度の評価：緑※1  深刻度の評価：SLⅣ（通知なし）※2 

 

当社は、今回の事案を踏まえた再発防止策を実施するとともに、改善が一過性のものと

ならないよう、引き続き取り組んでまいります。 

 

※1 重要度の評価「緑」 

「重要度の評価」は、事業者が行う安全活動の劣化の重要度により「赤」「黄」「白」「緑」の順に 4段階

で評価される。重要度の評価「緑」は、安全確保の機能または性能への影響があるが、限定的かつ    

極めて小さなものであり、事業者の改善措置活動により改善が見込める水準のものに適用。 

※2 深刻度の評価「SLⅣ」 

「深刻度の評価」は、原子力規制検査において特定された違反の深刻度に応じて「SLⅠ」「SLⅡ」「SLⅢ」

「SLⅣ」の 4段階の深刻度レベル(SL:Severity Level)により評価される。深刻度の評価「SLⅣ」は、

原子力安全上または核物質防護上の影響が限定的であるもの、またはそうした状況になり得たものも 

適用。 

 

別紙 1：柏崎刈羽原子力発電所防護区域等の出入管理システムの一部機能喪失（概要） 

別紙 2：防護区域等の出入管理システムの一部機能喪失（図） 

以 上 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

広報室 原子力報道グループ 03-6373-1111（代表） 
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別 紙 1 

柏崎刈羽原子力発電所防護区域等の出入管理システムの一部機能喪失（概要） 

 

2026年 8月 20日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

〈案件概要〉 

・ 2026年 2月 18日、中央制御室への入域資格を有し正しい手順で入域した運転員Ａが、

中央制御室から退域時、自身の ID カードを中央制御室に置いたまま入退域ゲート  

（二重扉構造）の中に入ってしまい、ゲート内に閉じ込められてしまった。 

・ 先に正しい手順で退域していた運転員Ｂは、退域できなくなり慌てる運転員Ａを助ける

ため、とっさに自身の ID カードをゲートの外から認証装置にかざしてゲートを開け、

運転員Ａを退域させた。 

・ 本来は、ゲート内に閉じ込められた運転員Ａはその場でセキュリティ担当者へ連絡し、

指示に従うべきであった。 

・ また、既に退域した運転員Ｂの ID カードを使用して再度退域操作が行われた場合、  

出入管理システムによってエラーとなりゲートは開かない仕組みとなっているが、当該

システムの不具合が発生しており、不適切な退域を阻止できなかった。 

・ 本事案を受け、速やかに運転員Ａ・Ｂの IDカードが使用できない状態にするとともに、

運転員Ａ・Ｂを運転員の勤務から外している。 

・ なお、本事案以外では、IDカードの不適切な使用・不適切な退域は確認されていない。 

 

〈原因・背景〉 

 運転員側 

・ 核物質防護に関する理解醸成は従前から行っていたが、運転員Ａ・Ｂにおいては、ID  

カードは本人のためにしか使用できないものである、といった取り扱いに関する認識が

不足していた。 

 

システム側 

・ 当該システムは、2016年頃から経年劣化に伴う不具合を度々確認しており、当社として

は、不具合発生時には当該ゲートの使用を中止する手順を定めるなど対応してきた。 

・ 当該システムを含む出入管理に関するセキュリティシステム全体についての更新も  

計画し、順次、工事を進めているが、当該システムの不具合頻度が増えてきている中で、

追加対策の検討が不十分だった。 
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〈再発防止策〉 

 運転員側 

・ 運転員Ａ・Ｂを含む、運転員全員への ID カードの取り扱い（ID カードは本人のために

しか使用できないものであること）の再教育（2026年 3月実施済）。 

・ 運転員全員に対し、セキュリティの重要性を再認識させるため、本事案における、ある

べき姿や行動についてのケーススタディの導入（2026年 3月実施済）。 

 

システム側 

・ 当該システムを含む、出入管理に関するセキュリティシステム全体の更新を実施中。

（2028年度上期完了予定） 

・ システム更新までの間、不正な出入りが行われないことを常時監視する措置を実施。 

 

以 上 
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Message from Dr. Dale Klein, Chairman of the Nuclear Reform Monitoring 

Committee (NRMC) 

 

 

Since the accident in 2011, TEPCO has made significant and steady 

progress in its nuclear safety reform efforts. 

 

At Fukushima Daiichi, Fukushima Daini, and Kashiwazaki-Kariwa, we 

have seen clear evidence that continuous improvement and a strong safety 

culture are becoming well established. 

 

At the same time, nuclear safety is a journey, not a destination, and there 

will be challenges and problems in the future. 

 

When they occur, it is important to focus on the fundamentals of the 

“Three Ps” -- People, Plant, and Procedures -- while giving individuals 

ownership, responsibility, and accountability. 

 

We encourage TEPCO to continue communicating openly, both internally 

and externally, and to keep strengthening the public trust that is essential to 

its future success. 

 

As the work of the NRMC comes to a close, we are encouraged by the 

progress TEPCO has made and confident that its journey of continuous 

improvement will continue. 

 

Building on this progress, we encourage TEPCO to maintain open 

communication, strengthen its safety culture, and continue earning the trust 

and confidence of the public. 

 

 

Dr. Dale E. Klein 

Chairman 

Nuclear Reform Monitoring Committee (NRMC) 
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原子力改革監視委員会 デール・クライン委員長からのメッセージ 

 

2011 年の福島第一原子力発電所の事故以降、東京電力は原子力安全改革において、着実

かつ大きな前進を遂げてきました。 

 

福島第一原子力発電所、福島第二原子力発電所、そして柏崎刈羽原子力発電所において、

継続的改善への取り組みと強固な安全文化が着実に根付きつつあることを、私たちは明確

に確認してきました。 

 

一方で、原子力安全に終わりはありません。安全は到達すべき目的地ではなく、継続して

歩み続ける旅路であり、今後もさまざまな課題や問題に直面することがあります。 

 

その際には、「人の体制・能力（People）」「発電所の設備（Plant）」「仕組み・手順（Procedures）」

という“三つの P”の基本に立ち返るとともに、一人ひとりが主体性と責任感を持ち、自ら 

考え行動することが重要です。  

 

また、東京電力には、社内外に対して引き続きオープンなコミュニケーションを行い、 

将来にわたる事業の基盤となる社会からの信頼をさらに高めていくことを期待しています。 

 

原子力改革監視委員会の活動はここで一区切りを迎えますが、東京電力がこれまで積み

重ねてきた成果を心強く感じるとともに、今後も継続的改善への取り組みが続いていく 

ことを確信しています。 

 

東京電力には、これまでの進展を基盤として、引き続きオープンなコミュニケーションを

重視し、安全文化をさらに深化させながら、社会からの信頼を一層高めていくことを期待 

しています。 

 

デール・クライン 

原子力改革監視委員会 委員長 
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2026年9月2日

東京電力ホールディングス株式会社

柏崎刈羽原子力発電所

柏崎刈羽原子力発電所に関する
コミュニケーション活動等の取り組み

発電所の若手所員が、児童の皆さんに
対話を交えて説明しました。
発電所の若手所員が、児童の皆さんに
対話を交えて説明しました。

●7月28日から8月19日にかけて、柏崎市・刈羽村の児童クラブ計19か所で、電気教室を
実施しました。総勢816名の児童の皆さんが参加していただきました。
●電気教室では、発電の仕組みを体感したり、発電所や「世界の電気事情」にまつわるクイズ
のほか、手回し発電機を用いた実験や電気工作を行い、身近にある電気について、遊び
ながら学んでいただきました。

●7月28日から8月19日にかけて、柏崎市・刈羽村の児童クラブ計19か所で、電気教室を
実施しました。総勢816名の児童の皆さんが参加していただきました。
●電気教室では、発電の仕組みを体感したり、発電所や「世界の電気事情」にまつわるクイズ
のほか、手回し発電機を用いた実験や電気工作を行い、身近にある電気について、遊び
ながら学んでいただきました。

今後も地域のみなさまと一緒になって地域を盛り上げ、
「地域を愛し、地域に愛される発電所」を目指してまいります。

今後も地域のみなさまと一緒になって地域を盛り上げ、
「地域を愛し、地域に愛される発電所」を目指してまいります。

※ 差替予定

電気が発生する仕組みを「専用キット」を
使って楽しみながら体験していただきました。
電気が発生する仕組みを「専用キット」を
使って楽しみながら体験していただきました。

電気教室で説明に利用したスライド電気教室で説明に利用したスライド

発電の仕組みを、手回し発電機を使って、
遊びながら学んでいただきました。
発電の仕組みを、手回し発電機を使って、
遊びながら学んでいただきました。

●電気教室の様子●電気教室の様子

電気教室では、説明するだけでなく、クイ
ズ形式の内容も入れて、分かりやすく学ん
でいただきました。

電気教室では、説明するだけでなく、クイ
ズ形式の内容も入れて、分かりやすく学ん
でいただきました。

●電気や発電の仕組みを体験している様子●電気や発電の仕組みを体験している様子
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廃炉・汚染水・処理水対策の概要 ２０２６年８月２７日
廃炉・汚染水・処理水対策チーム会合/事務局会議

「廃炉」の主な作業項目と作業ステップ

使用済燃料プールからの燃料取り出しは、2014年12月22日に4号機が完了し、2021年2月28日に３号機が完了しました。
2026年6月2日より２号機の燃料取り出しを進めています。
2号機燃料デブリの試験的取り出しは、2024年9月10日より着手し、中長期ロードマップにおけるマイルストーンのうち「初号機
の燃料デブリ取り出しの開始」を達成しました。
引き続き、１号機の燃料取り出し、１、３号機燃料デブリ(注１)取り出しの開始に向け順次作業を進めています。

１～６号機 燃料取り出し完了 2031年内

１号機 燃料取り出し開始 2027年度～2028年度

• 建屋滞留水（汚染水）は、まず、セシウム吸着装置（SARRY・KURION）により、セシウムと
ストロンチウムを低減します。その後、多核種除去設備（ALPS）での処理を行い、溶接型タンク
で保管しています。

• 陸側遮水壁、サブドレン等の重層的な汚染水対策により、建屋周辺の地下水位を低位で安定
的に管理しています。また、建屋屋根の損傷部の補修や構内のフェーシング等により、汚染水発
生量は抑制傾向で、対策前の約540m3/日（2014年5月）から約60m3/日（2025年度。
平均的な降雨(約1、470mm)だったと仮定しても約70m3/日）まで低減し、2025年度は、
「2028年度までに平均的な降雨に対して汚染水発生量を50～70m3/日程度に抑制する」とし
た目標を3年前倒しで達成したことを確認しました。

• 建屋周辺のフェーシングや建屋外壁局所止水等の汚染水発生量抑制対策を継続し、建屋流
入量と2.5m盤からの建屋移送量の更なる抑制に努めていきます。

シナリオ・技術の検討 設備の設計・製作 解体等
原子炉施設の

解体等

汚染水対策 ～３つの取組～

（１）３つの基本方針に従った汚染水対策の推進に関する取組
①汚染源を「取り除く」 ②汚染源に水を「近づけない」 ③汚染水を「漏らさない」

（２）滞留水処理の完了に向けた取組

• 建屋滞留水水位を計画的に低下させるため、滞留水移送装置を追設する工事を進めていきます。
• 2020年に1～3号機原子炉建屋、プロセス主建屋、高温焼却炉建屋を除く建屋内滞留水処理
が完了しました。

• ダストの影響確認を行いながら、滞留水の水位低下を図り、2023年3月に各建屋における目標
水位に到達し、1～3号機原子炉建屋について、「2022～2024年度に、原子炉建屋滞留水を
2020年末の半分程度に低減」を達成しました。

• プロセス主建屋、高温焼却炉建屋の地下階に、震災直後の汚染水対策の一環として設置したゼ
オライト土嚢等について、線量低減策および安定化に向けた取組を進めています。

（３）汚染水対策の安定的な運用に向けた取組

原子炉格納容器内の状況把握/
燃料デブリ取り出し方法の検討 等

燃料デブリ
取り出し

燃料デブリの
保管/搬出

1、3号機

燃料デブリの
取り出し

(注1)事故により溶け落ちた燃料

多核種除去設備等処理水の処分について

ALPS処理水の海洋放出に当たっては、安全に関する基準等
を遵守し、人および周辺環境、農林水産品の安全を確保して
まいります。また、風評影響を最大限抑制するべく、強化したモ
ニタリングの実施、第三者による客観性・透明性の確保、IAEA
による安全性確認などに継続的に取り組むとともに、正確な情
報を透明性高く、発信していきます。

処理水対策

燃料
取り出し

燃料の
保管/搬出

がれき撤去 等
燃料取り出し
設備の設置

3、4号機

使用済燃料プール
からの燃料取り出し

1号機

＜中長期ロードマップにおけるマイルストーン＞

ALPS処理水の海洋放出の流れ

2号機

2号機
測定・確認用設備（K4タンク）

ALPS

ALPS処理水移送ポンプ

流量計・流量調整弁

海水移送ポンプ

緊急遮断弁

海水配管ヘッダ

海水流量計

ALPS処理水等タンク

基準を満たしたALPS処理水

放水立坑（上流水槽・下流水槽）

揚水井

地下水位

原子炉建屋

水ガラス
地盤改良

浄化処理

溶接型タンク

屋根損傷部補修

海
側
遮
水
壁

地
下
水
ド
レ
ン

陸
側
遮
水
壁

地
下
水
バ
イ
パ
ス

サ
ブ
ド
レ
ン

滞留水

陸
側
遮
水
壁

敷地舗装

タービン建屋

セシウム除去
淡水化

メガフロート
着底

港
湾

赤字：（１）３つの基本方針に従った汚染水対策の推進
青字：（２）滞留水処理の完了
緑字：（３）汚染水対策の安定的な運用

更なる
水位低下

開
渠
内

トレンチ

防潮堤

汲み上げ

汲み上げ 汲み上げ

汲み上げ

汲み上げ

サ
ブ
ド
レ
ン

• 津波対策として、建屋開口部の閉止対策を実施し、防潮堤設置工事が完了しました。引き続き、
2.5m盤に設置しているサブドレン他集水設備を33.5m盤に移転する工事を実施していきます。

• 豪雨対策として、土嚢設置による直接的な建屋への流入を抑制するとともに、排水路強化等を
計画的に実施していきます。

1
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試験的取り出し１回目・２回目で取得された燃料デブリサンプルの分析結果について

3号機 PCV内部気中部調査（マイクロドローン調査）について

◆１～３号機の原子炉・格納容器の温度は、この１か月安定的に推移しています。
また、原子炉建屋からの放射性物質の放出量等については有意な変動がなく、総合的に冷温停止状態を維持していると判断しています。

東京電力ホールディングス（株）福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ進捗状況（概要版）

取組の状況

2号機

注水

西
側
前
室

前室

遮へい体

陸
側
遮
水
壁

2016/3/31
凍結開始

1568/1568
凍結管設置 (本)

2015/11/9
凍結管設置完了

燃料取り出し用
カバー

取り出し完了燃料（体）

1535/1535
（2014/12/22燃料取り出し完了）

4号機

使用済燃料
プール(SFP)

オペレーティングフロア
（オペフロ）

392体

原子炉建屋(R/B) 1号機

原子炉
格納容器
(PCV)

原子炉
圧力容器
(RPV)

燃料デブリ

ペデスタル

サプレッション
チェンバ（S/C）

養生バッグ

注水

上
部
架
構

ボ
ッ
ク
ス
リ
ン
グ

仮
設
構
台

下
部
架
構

可動屋根

3号機

FHMガーダ（2021/2/28燃料取り出し完了）

取り出し完了燃料（体）

遮へい体

ドーム屋根 燃料取扱機
クレーン

566/566

注水 CRガイドチューブ

CRD交換機
関連設備

（2026/8/27時点）

取り出し完了燃料（体）

42/615

3/4号機 排気筒解体に向けた準備作業の開始について

2026年3月に超小型のマイクロドローンを活用したPCV内部調査を実施しました。今回、得ら
れた映像を用いて、点群データの生成、線量率の推定を行いました。
ペデスタル内外の点群データを用いて各寸法の評価を行った結果、確認されていた原子炉圧
力容器（RPV）底部とみられる構造物は、位置及び厚さが図面寸法と概ね一致しており、同
構造物である可能性が高いと考えられます。また、RPV底部に空いている空間については、楕円
形をしており、最大直径約3mと推定しています。
映像中のノイズの量を計測することで線量率を推定した結果においては、ペデスタル外では東側
が最も高いことが確認されました。また、ペデスタル内はRPV底部付近が最も高く、堆積物や付着
物に接近するほど線量率が上昇することから、これらが有意な線源になっていると考えられます。
今後は、堆積物の分布や流出状況を把握するため、マイクロドローンによる2回目の調査を実
施する計画です。地下階を調査するにあたり通信性の向上が必要であるため、マイクロドローンの
通信機能を改良し、早ければ今年度内での調査実施を目標に、改良・準備を進めていきます。

燃料デブリ取出設備等の敷地確保の
ため、3/4号機排気筒の解体・撤去を
行います。
周辺の環境整備により、雰囲気線量
が低減されたことを確認しました。合わせ
て、1/2号機排気筒の上部解体時とは
異なり、筒身近傍まで接近可能であると
これまで確認できていることも踏まえて、
有人での切断作業を行う予定です。
排気筒解体工事に向けた準備作業と
して、作業ヤードの整備及び周辺配管
の撤去を2026年9月下旬より開始する
予定です。

試験的取り出し作業により、2号機ペデスタル底部の燃料デブリを2回にわたり
別の場所から取得しました。このうち、2回目に採取した燃料デブリの分析結果に
ついての続報となります。
1回目に採取した燃料デブリの分析結果とほぼ同様の示唆が得られました。被
覆管やチャンネルボックス等のジルコニウムの成分や構造材成分を巻き込んでいる
と考えられること、炉心のある程度広い範囲で燃料が混合した可能性が考えられ
ること、放射性セシウム濃度が低いこと等が明らかになりました。また、サンプル内
部に空隙が広く分布しており、破砕しやすい構造であったと考えられ、今後の取り
出し工法・工具検討の基礎情報が得られました。
得られた情報は、炉内状況把握の高度化や、燃料デブリ取り扱いの技術的検
討等に活用していきます。

＜燃料デブリサンプル外観＞
（約5㎜×約4㎜）

＜3/4号機排気筒解体イメージ＞

HVH：空調ユニット
PLR：原子炉再循環系

＜ドライウェル1階 点群データ（平面視） ＞

40mm

＜RPV底部の空間の形状(平面視) ＞

＜マイクロドローン＞

N

ペデスタル内
X-6

X-1B

X-2

X-1A

ペデスタル外

X-53

RPV底部の空間

約3m

ペデスタル内壁

約5.5m

2
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主な取組の配置図

提供：日本スペースイメージング（株）2025.11.10撮影
Product(C)[2025] Vantor.

６
号

５
号

MP-2

MP-4

MP-6

MP-3

MP-5

MP-8

凍土方式による
陸側遮水壁

海側遮水壁

地下水バイパス
地
下
水
の
流
れ

MP-1

廃棄物処理・貯蔵設備
貯蔵庫設置予定エリア

廃棄物貯蔵庫
設置エリア

１
号

２
号

３
号

４
号サブドレン

敷地境界

増設雑固体廃棄物焼却設備

雑固体廃棄物焼却設備

高温焼却炉建屋

プロセス主建屋

地盤改良

試験的取り出し１回目・２回目で取得された燃料デブリサンプルの分析結果について

3/4号機 排気筒解体に向けた準備作業の開始について

3号機 PCV内部気中部調査（マイクロドローン調査）について

タンク設置エリア

MP-7

3
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2026年9月2日
東京電力ホールディングス株式会社

新潟本社

東京電力の防災支援の取り組みについて
～原子力災害時における住民避難等の支援～



１．はじめに
1

 原子力災害時における住民避難等の防災支援の取り組み
 原子力事業者は、安全の確保を大前提とした発電所の運営により、事故の未然防止に努めることを第一の責務
とし、その上で、原子力災害が万一発生した場合には、事故の拡大防止や収束への対応、事故の発生や対応状
況について通報連絡や公表等を実施します。

 原子力災害時における住民等に対する防護措置（住民避難等）は、国や地方自治体が主体となり実施し、原
子力事業者である当社・東京電力は、国等が取りまとめた「柏崎刈羽地域の緊急時対応」や新潟県と締結してい
る「原子力防災に関する協力協定」に基づき、国や地方自治体と連携して住民避難等を円滑に実施するため人
的・物的な支援を実施します。

 その他、「関係市町村へのリエゾン派遣」や「相談窓口の設置」等を実施します。

 緊急時対応における原子力事業者の主な支援
 PAZにおける支援

• 施設敷地緊急事態要避難者のうち、社会福祉施設の入所者や在宅の避難行動要支援者について、福祉車
両等による避難（移動等）を支援

• 避難経由所の開設準備等を支援
 UPZにおける支援

• 避難や一時移転の実施にあたり、一時集合場所の開設支援、避難退域時検査、安定ヨウ素剤の緊急配布
補助、避難経由所の対応等を支援

 資機材等の支援
• 環境放射線の測定に係る要員や放射線防護資機材等を供給して支援
• 生活物資の供給等を支援
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２．原子力災害時における住民避難等の流れ と 当社支援

放射性物質放出後放射線による影響をもたらす可能性【放射性物質放出前】
放射性物質放出後にて、空間放射線量が

基準値を超えた地域
【運用上の介入レベル（OIL）】

可能性の高い事象が発生
【全面緊急事態（GE）】

可能性がある事象が発生
【施設敷地緊急事態（SE）】

緊急のものではないが、
可能性のある事象が発生
【警戒事態（AL）】

PAZ
原子力発電所を
中心とする
半径概ね
5km圏

UPZ
原子力発電所を
中心とする
半径概ね
5～30km圏

屋内退避実施

避難所

避難
実施

避難退域時
検査場所

避難
経由所屋内退避

準備

緊急時モニタリングを実施

情
報
収
集

放射線防護対策施設・避難所

避難実施
※妊婦等

避難
経由所

避難準備

要配慮者搬送
（福祉車両）

緊急時モニタリングを継続実施

空間放射
線量率の
測定結果

【基準】
20μSv/時
（地上1m）

屋内退避継続

避難
実施

避難
経由所

避難所

生活物資等

 当社は、事態の進展に応じた住民の防護措置を適切に実施するため、国や地方自治体と連携して、住民避難等
の円滑な実施に資する人的・物的な支援を実施します。
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３．原子力災害時における主要な防災支援

 原子力災害の特殊性を踏まえた防災支援
 当社は、原子力災害時における地方自治体からの支援要請等に最大限にお応えしていくことを前提とした上で、
原子力事業者として特に原子力災害の特殊性（放射性物質や放射線の放出）に係る支援を重視しています。

 原子力（放射線）に関する専門的な知識・技能を有する要員の確保や放射線測定機器等の専門資機材の
整備・運用、ならびに事前の体制整備や訓練が特に肝要な支援を重点的に準備しています。

 原子力災害の特殊性に係る特に重要な支援

主な支援内容支援項目
施設敷地緊急事態（SE）において、PAZの社会福祉施設の
入所者や在宅の避難行動要支援者の避難を、福祉車両及び
要員を派遣して支援

１．要配慮者搬送支援（PAZ）

UPZにおける避難や一時移転に際して、避難退域時検査の運
営（検査や簡易除染等）に係る要員の派遣や資機材を提供
して支援

２．避難退域時検査支援（UPZ）

国内原子力事業者による相互協力体制を構築し、環境放射
線の測定や放射線防護に係る要員の派遣や資機材を提供し
て支援

３．放射線防護資機材等支援

環境放射線の測定に係る要員の派遣や資機材を提供し、緊
急時モニタリング活動を支援４．緊急時モニタリング支援
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３.１ 要配慮者搬送支援（1/2）

※１:医療機関の入院患者、社会福祉施設の入所者、在宅の避難行動要支援者のうち避難の実施に通常以上の時間がかかるもの、妊婦、
授乳婦、乳幼児、乳幼児とともに避難する必要のあるもの、安定ヨウ素剤を服用できないと医師が判断した者

※２:建物内の気圧を高め、放射性物質の侵入を防ぐ建物

放射線による影響をもたらす可能性【放射性物質放出前】
全面緊急事態（GE）施設敷地緊急事態（SE）警戒事態（AL）

避難準備

社
会
福
祉
施
設

在
宅
療
養
者

施
設
敷
地
緊
急
事
態

要
避
難
者

東
京
電
力

拠点参集 搬送支援資機材準備

避難先施設避難元施設
自力・自治体手配車両による搬送・避難

東電車両で搬送
放射線

防護対策施設
東
電
車
両

で
搬
送

東
電
車
両

で
搬
送

自宅

１．SEへ進展後速やかに、要配慮者の滞在先へ移動
２．要配慮者の方を福祉車両へ乗車（含む支援）
３．要配慮者の方の状況に応じて各所へ搬送

 柏崎刈羽原子力発電所の緊急事態区分が施設敷地緊急事態（SE）に至った際、施設敷地緊急事態要避
難者（※１）の一部の方（社会福祉施設の入所者 及び 在宅の避難行動要支援者）が、新潟県及びPAZ自
治体からの指示に従い、あらかじめ定められた避難先施設もしくは近傍の放射線防護対策施設（※２）への避難
を支援します。

 当社の要配慮者搬送支援要員は、緊急事態区分進展に応じて支援活動を準備します。
1. AL進展後、速やかに拠点へ参集して福祉車両（搬送支援車両）及び活動資機材を準備
2. SE進展後、要配慮者の滞在先へ移動し、要配慮者（及び支援者・同行者）を福祉車両へ乗車
3. 要配慮者の方の状況に応じて、各所（避難先施設・放射線防護対策施設）へ搬送
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３.１ 要配慮者搬送支援（2/2）

 当社の要配慮者搬送支援要員（当社社員・グループ企業含めた約180名）に対し、介護技術・技能を有する
専門家を社外講師として、介助等が必要な方々との応対や介護資機材等を扱う訓練を実施し、必要な知識・技
能の維持・向上を継続的に実施しています。
• 要配慮者の方に起立・着座していただく際の介助訓練
• 要配慮者の方をストレッチャーへ移乗させる訓練
• 各種車椅子（介助式，ティルト，リクライニング）の操作訓練
• 福祉車両への車椅子およびストレッチャーを乗降車させる訓練
• その他:当社要員の参集および搬送支援資機材の準備訓練、福祉車両の運転訓練

車椅子の乗車・降車専門家（社外講師）によるレクチャー

椅子からの立ち座り介助 ベッドからストレッチャーへの移乗 リクライニング車椅子操作

ストレッチャーの乗車・降車
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３.２ 避難退域時検査支援（1/2）

作業の内容当社要員の役割
会場内における車両停止・進行等を誘導車両誘導
ゲートモニタによる車両への放射性物質付着状況
を測定ゲートモニタ測定

各検査箇所での測定結果の記入
検査結果の住民への説明記録

住民の案内・誘導住民誘導
GMサーベイメータによる住民や車両の放射性物
質付着状況を測定GM管測定

医師・薬剤師による住民への安定ヨウ素剤の配
付を補助

安定ヨウ素剤
配付補助

会場内の基準線量を測定シンチレーション測定

避難退域時検査の流れ

新潟県制作・発行「原子力だよりVol.146（R3.3）」を元に作成

自
：
避
難
元
市
町
村

屋
内
退
避
実
施
元

避
難
所

至
：
避
難
経
由
所

 事態の進展により発電所から放射性物質が放出された場合、UPZ内の空間放射線量率の測定結果が基準値を
超えた地区の住民の方が避難や一時移転する際には、住民の方や乗車している車両に対して、放射性物質の付
着状況（付着の程度や除染の要否）を確認するための検査を実施します。

 検査は、屋内退避実施先（避難元）から避難経由所（避難先）へ向かう途中に設置する「避難退域時検査
」場所で実施し、検査結果に応じて簡易除染を行います。

 当社の支援要員は、避難退域時検査を円滑に進めるために各役割を分担して対応します。
• 放射性物質放出前に、新潟県近傍の当社施設に支援要員を参集させ、活動資機材等を準備
• 放射性物質放出後、開設指示のあった避難退域時検査場所へ移動
• 自治体職員や診療放射線技師等と共に検査場所の開設等を準備
• 避難や一時移転される住民の方や車両に対して、検査や検査結果に応じた簡易除染を実施
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３.２ 避難退域時検査支援（2/2）

ゲートモニタ操作訓練

 当社の避難退域時検査に係る支援要員に対し、机上講習および実動訓練を実施し、必要な知識・技能の維
持・向上を継続的に実施しています。
• 避難退域時検査に係る全支援要員に対する机上講習（テキストや動画視聴）
• 支援実施時に班⾧を担う支援要員に対する実動訓練
→ 放射線測定機器（ゲートモニタ，GMサーベイメータ，シンチレーションサーベイメータ）の測定訓練
→ 車両の誘導訓練
→ 測定結果の記録訓練

測定結果の記録訓練車両誘導訓練②

GMサーベイメータ測定訓練① GMサーベイメータ測定訓練②

車両誘導訓練①



 原子力災害時における原子力事業者間協力協定（平成26年10月10日）
【協定事業者】
北海道電力，東北電力，東京電力ホールディングス，中部電力，北陸電力，関西電力，中国電力，四国電力，
九州電力，日本原子力発電，電源開発，日本原燃

【目的】
原子力災害時における原子力事業者間協力の円滑な実施を図り、原子力災害の拡大防止および早期復旧の一翼を
担う。

【協力活動の範囲】
原子力災害時の周辺地域の環境放射線モニタリング及び周辺区域の汚染検査・汚染除去に関する事項について、協
力要員の派遣・資機材の貸与その他の措置等

 原子力事業者間協力協定に基づく主な支援資機材

数量資機材

360台GMサーベイメータ

1,000個個人線量計

1,000個全面マスク

30,000着タイベックスーツ GMサーベイメータ 個人線量計 全面マスク タイベックスーツ

３.３ 放射線防護資機材等支援
 当社は、原子力災害発生後の避難や一時移転等において、放射線防護資機材等が不足する場合に備え、国
内原子力事業者と協力協定を締結し、国内原子力事業者と連携して放射線防護資機材等の確保・提供を行う
体制を整備しています。

 また、柏崎刈羽原子力発電所との地理的近接性等を踏まえ、近隣の原子力事業者（東北電力，中部電力・
北陸電力，日本原子力発電）とも相互協力体制を構築しています。
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【物的支援】【人的支援】
・モニタリングポスト等（計9局）で周辺監視区域境界付近
の放射線量等を測定

・施設敷地緊急事態が発生した場合、可搬型モニタリングポ
ストを設置して、敷地境界の放射線量を測定（計15台）

・放射線量、放射性物質濃度の測定装置や機材を搭載し
た放射線測定車等を配備（計3台）

・発電所およびその周辺の放射線量等を測定する可搬型放
射線計測装置（各種サーベイメータ）

・オフサイトセンターへの要員派遣
（放射線班，運営支援班）

・緊急時モニタリングセンターへの要員派遣
（環境放射線測定，試料採取等のモニタリング活動）

GMサーベイメータ放射線測定車
（モニタリングカー）

可搬型モニタリングポスト

３.４ 緊急時モニタリング支援

 施設敷地緊急事態において、国は緊急時モニタリングセンターを立ち上げ、原子力災害による環境中の放射線量
や放射性物質の濃度を測定し、住民避難等の防護措置の実施判断に必要な情報を収集します。

 当社は、同センターの指揮の下、要員および資機材等を提供し、国や地方公共団体と連携して緊急時モニタリン
グ活動を支援します。



４．まとめ

緊急時モニタリング支援
緊急時モニタリングの測定等に協力
・可搬型モニタリングポスト
・モニタリングカー 等

要配慮者の搬送支援
自治体からの要請に基づき社会福祉施設
に入所する要配慮者等の移動を支援

福祉車両 訓練風景

生活物資等の支援
事業所・本社等に備蓄している
食料、生活物資等を支援

避難退域時検査場所支援
避難退域時検査場所等の運営を支援

放射線防護資機材等支援
避難・一時移転等において、放射線防護資機材等
を支援

県主催の防災訓練への参加

原子力災害時におけるPAZ/UPZ内の
住民避難を支援するため、
東京電力グループ全体で、

約2,500名の支援体制

備蓄状況

60,000食食料品

60,000Ｌ飲料水

3,000枚毛布

避難支援体制の構築

車両検査 住民検査

原子力事業者間の協力協定により、
他事業者からも要員・資機材等を支援

要員の力量・対応力の向上
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 当社は、新潟県と締結している「原子力防災に関する協力協定」や国が了承した「柏崎刈羽地域の緊
急時対応」に基づき、住民避難を支援する要員や車両の確保等の協力体制を構築するとともに、新潟
県原子力防災訓練への参加等を通じ、協力体制等の確認・改善に継続的に取り組んでいきます。


